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「アクティブ・ラーニングの視点」に立つ
多様な教育方法
竹　内　久　顕
I　はじめに
2014年 11月 20日に、下村文相から中教審に対して、「初等中等教育にお
ける教育課程の基準等の在り方について」（以下、「諮問理由」）が諮問され
た。それを受けて教育課程企画特別部会が設けられ、15年 8月 26日に、そ
の中間答申に当たる「教育課程企画特別部会における論点整理について」（以
下、「論点整理」）を同特別部会が発表した。そして、1年後の 16年 8月 26
日に、「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめについて」（以
下、「審議のまとめ」）を教育課程部会が発表した。今後は、「審議のまとめ」
が微調整のうえ中教審の最終答申として文相に提出され、その答申を受けて
次期指導要領の作成・告示に至るものと思われる。
「審議のまとめ」によると、次期指導要領では「社会に開かれた教育課程」
が理念として掲げられ、そのための指導要領の改善ポイントとして次の 3点
が挙げられている。
① 身に付けるべき資質・能力や学ぶべき内容などの全体像を見渡せる「学
びの地図」として指導要領を活用
②各学校における「カリキュラム・マネジメント」を確立・充実
③「アクティブ・ラーニング」の視点からの学びを実現
①は指導要領の位置づけに関する事柄なので、次期指導要領のもとでの教
育課程の特色は、「カリキュラム・マネジメント」と「アクティブ・ラーニン
グ」によって「社会に開かれた教育課程」を目指すものであるとまとめるこ
とができる。本稿では、このうち「アクティブ・ラーニング」（以下、AL）に
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焦点を当て、それを実現するにあたっての課題とその展望を考察することと
する 1。
II　「審議のまとめ」が掲げる「ALの視点」とは
（1）ALをめぐる不安と戸惑い
ALに関しては、諮問がなされて以来の 1年半ほどの間に、おびただしい
数の書籍や教育雑誌の特集記事・連載記事などが刊行されている。このこと
は、現職教師や学校管理職にとって、ALの導入があたかも黒船来航のよう
な不安と戸惑いを引き起こしているということを象徴していると言えるので
はないだろうか。そのことは、シンポジウムにおける次のやり取りからもう
かがえる。
2016年 2月 20日に催された、総合初等教育研究所主催「第 19回教育セ
ミナー」において、合田哲雄（文科省初中局教育課程課長）による基調講演
「次期学習指導要領の方向性について」と、合田も含むシンポジウムが行なわ
れ、資質・能力、カリキュラム・マネジメント、ALなど次期指導要領の全
体像について論じられた。シンポを受けての質疑応答で、指導要領が目標・
内容に加え方法まで規定すると「全国で金太郎あめ的にどこでも同じような
授業が行われて、授業のオリジナリティーが出てこないのではないか」とい
う質問が教員志望の大学生から出された。ALという方法が指導要領に盛り
込まれることで、ALを取り入れた授業方法以外は認められなくなるととも
に、“これが ALだ”とでもいったマニュアル化した授業方法が広まるので
はないかという不安である。この問いに対し合田は、「一定の指導方法、た
とえば、百ます計算や五分間の話し合いなどをやらなければ駄目だといった
ことを学習指導要領に書くということは、絶対にありません」と答えた。確
かに、合田は基調講演でも、「『四十五分の授業の中で、何分くらい対話をす
るとアクティブ・ラーニングといえますか』というご質問をいただくことも
ありますが、そのような問題ではない」と言い、「子供たちがアクティブ・
ラーナーとして、主体的に、対話的に深い学びをしていくという観点から、
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どのような指導の工夫を組み合わせるのかをデザインする」ことが大切であ
ると指摘している 2。しかしながら、先の学生の質問や「何分くらい…」と
いった質問がなされるということは、次期指導要領のねらいが十分に教師ら
に伝わっていないということであろう。
こうした不安に関しては、「審議のまとめ」でも意識的に言及されている。
「特定の教育方法にこだわるあまり、指導の型をなぞるだけで意味のある学
びにつながらない授業」や「特定の学習や指導の『型』に拘泥する事態」に
陥るおそれについて幾度となく触れられている。そして、指導要領が目指す
のは、「特定の型」の普及や「教員の意図性」の否定ではなく、子どもたちの
「学びへの積極的関与と深い理解」を促すことで「自信を育み必要な資質・
能力を身に付けていくことができるようにする」ために、「後述のような視
点に立って」学び全体を改善することであるということ、また、その具体的
な学習・指導方法は「限りなく存在し得るもの」だということが強調されて
いる。
「審議のまとめ」を丁寧に読むと、ALの「特定の型」を押し付ける意図で
ないことはわかるが、では、教師はどのようにして自らの指導方法を工夫す
ればよいのだろうか。上記の「後述のような視点に立って」の語句が手掛か
りとなる。それは、「主体的・対話的で深い学び（『アクティブ・ラーニング』）
の視点からの学習過程の改善」というものである。つまり、「審議のまとめ」
では、ALを「主体的・対話的で深い学び」と置き換え、その「視点」に立っ
て「学習過程の改善」に取り組むということを求めているのである。そこで
次に、「主体的・対話的で深い学び」とは何か、「視点」とはどういうことか
の 2点について検討する。
（2）「主体的・対話的で深い学び」とは何か
「審議のまとめ」に即してまとめると、ALは以下に示すように、①「主体
的な学び」、②「対話的な学び」、③「深い学び」の 3点から構成される。
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① 学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付け
ながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返っ
て次につなげる「主体的な学び」が実現できているか。
② 子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かり
に考えること等を通じ、自己の考えを広げ深める「対話的な学び」が実
現できているか。
③ 各教科等で習得した概念や考え方を活用した「見方・考え方」を働かせ、
問いを見いだして解決したり、自己の考えを形成し表したり、思いを基
に構想、創造したりすることに向かう「深い学び」が実現できているか。
実は、ALを構成する 3要素は、1年前に発表された「論点整理」では以
下のようになっていた。
（ⅰ） 習得・活用・探究という学習プロセスの中で、問題発見・解決を念
頭に置いた深い学びの過程が実現できているかどうか。
（ⅱ） 他者との協働や外界との相互作用を通じて、自らの考えを広げ深め
る、対話的な学びの過程が実現できているかどうか。
（ⅲ） 子供たちが見通しを持って粘り強く取り組み、自らの学習活動を振
り返って次につなげる、主体的な学びの過程が実現できているかど
うか。
（ⅰ）が「深い学び」、（ⅱ）が「対話的な学び」、（ⅲ）が「主体的な学び」
となっており、「審議のまとめ」と順番が異なっているが、それぞれの対応
項目を比較しながら、「審議のまとめ」ではどのように修正されたかを読み
解いてみよう。
①「主体的な学び」は、学習時間内の学習方法にとどまるのではなく、学
びへの「興味・関心」や自己の「キャリア形成」も含む幅広いものとなって
おり、「審議のまとめ（補足資料）」ではその例として「キャリア・パスポー
ト」の活用などが挙げられている。
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②「対話的な学び」は、対話の相手（他者）として「子供同士」「教職員」
「地域の人」「先哲」が列記されている。ここで、「先哲」が挙げられている
点に着目したい。「補足資料」では、その例として「本を通して本の作者な
どとの対話を図る」ことが挙げられており、読書を通して「先哲」や「作
者」と向き合うことも「対話的な学び」に含まれていることがわかる。先に
合田が紹介した「何分くらい対話をすると」という問い（不安）は、「対話」
を、文字通り目の前の人と相対
4
して話
4
すことと捉えていることに因るのだ
が、ここでいう「対話的な学び」は、①と同様に広い意味で用いられている
のである。
③「深い学び」は、「論点整理」の「習得・活用・探究」のそれぞれを膨
らませたものと解されるので、ほぼ同一のことを述べている。しかしなが
ら、①②が、例示も具体性があり、どういう学習・指導なのかイメージがわ
きやすい記述になっているのに対し、③は、現行指導要領が示された 10年
前以来さまざまな機会に述べられてきた一般的理念（心構え）を繰り返して
いるのみで新しい観点も特にない。「補足資料」での例示も、「事象の中から
自ら問いを見いだし、課題の追究、課題の解決を行う探究の過程に取り組
む」のようなものが 3例記されているが、①②とは異なり、抽象的で一般的
な心構えでしかない。さらに、「主体的」と「対話的」は「アクティブ」と
いう語句の意味と親和的だが、「深い」と「アクティブ」は異なるカテゴ
リーの語ではないだろうか。
「論点整理」では「深い学び」「対話的な学び」「主体的な学び」が併記し
てあるだけだったが、「審議のまとめ」では「主体的・対話的で深い学び」
という表現に変わった。「学び」に直接かかっている語句が「深い」である
ことから、ALの眼目は「深い学び」であり、それを実現する手段として
「主体的」「対話的」が位置付けられるという構造になっていると解される。
したがって、「深い学び」のありようこそが明確に理解できないと、指導要
領がねらう「アクティブ・ラーニングの視点からの学習過程の改善」は難し
いだろう。もっとも、具体例を示すことは、「特定の型」の押し付けに陥る
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危うさがあるので慎重を要するのだが、上で検討したように、「審議のまと
め」における「③深い学び」の記述は、逆に抽象的過ぎてわかりにくく、現
場の混乱・戸惑いを招きかねない。「審議のまとめ」が見切り発車したかの
ようにも見える「深い学び」のありようを明らかにできなければ「授業過程
の改善」にはつながらないことが危惧されるが、この問題はいったん保留と
しておく。
（3）「視点」とはどういうことか
「審議のまとめ」には、「ALの視点」という表現が繰り返し登場する。「論
点整理」でも同様の表現が用いられているが、議論のきっかけとなった「諮
問理由」（14年 11月）では、「ALの視点」ではなく「ALなどの新たな学
習・指導方法」という表現が用いられている。諮問を受けて 1年以上にわ
たってなされた議論の過程で、ALを「方法」としてではなく「視点」とし
て位置付けるようになったのである。「審議のまとめ」が、「特定の型」「特
定の教育方法」の普及ではないと繰り返し強調していることもあわせて考え
ると、次期指導要領では、何らかの真新しい授業方法を導入せねばならない
とか、子どもたちがアクティブに動いていなければならないといった、「方
法」にとらわれた発想が求められているのではないことがわかる。「ALの
視点」に立つということは、ALの方針・理念・目標を実現することであ
り、そういう「視点」からの「学習過程の改善」に努めることが求められて
いるのである。では、このような「ALの視点」とはどういう「視点」なの
だろうか。この問いを考えるカギとなるのが、先に保留としていた「深い学
び」の意味なのである。
（4）「主体的・対話的で深い学びの視点」
先に、「主体的・対話的で深い学び」である ALの眼目は「深い学び」に
あると結論付けた。にもかかわらず、「審議のまとめ」に見られる「深い学
び」は一般的抽象的に過ぎるうえ、「深い」と「アクティブ」の関係もわか
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りにくかった。しかしながら、ALを「方法」としてではなく「視点」とし
て捉えれば、「深い学び」を実現するという目標（ねらい）の実現に力点が
置かれ、「主体的」「対話的」はそのための方法の一例として挙げられている
と理解することができる 3。したがって、ここで立てるべき問いは、「深い学
び」を実現するにはどのような ALを実践すればよいのか、言い換えれば、
そのような ALはどういうものかということである。
「審議のまとめ」に次のようなくだりがある。「主体的・対話的で深い学び」
に向けた授業改善を行なうことで、「学校教育における質の高い学びを実現
し、学習内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的
（アクティブ）に学び続けるようにする」ということだが、ここで、「能動的」
の意味に「アクティブ」をあてている点に注目したい。「アクティブ（active）」
の辞書的意味としては、「活動的な、活発な、敏感な、積極的な、意欲的な、
活動中の、能動の」といった意味がある（研究社『新英和中辞典』）。日本語
の文脈でも、「アクティブ」は活動的・行動的といった“動き”を表す意味
で用いられる。このことが、先の「何分くらい対話をすると」に象徴される
ように、子どもたちの“動き”を伴うような授業でなければ駄目だといった
不安につながっているのではないか。ここで「審議のまとめ」が「能動的」
とした意味を考えてみたい。「能動的」とは、必ずしも目に見える“動き”
だけではない。たとえば、一人で思索にふけっているときに、誰かから何か
を示唆されたというわけではないのに、ハッとひらめくような新たな発見や
気付きを得た場合、それを“能動的な学び”と呼ぶことをはばかる必要はな
いだろう 4。つまり、“能動的な学び”＝“アクティブ・ラーニング”は、子ど
もたちの目に見える“動き”の有無で決まるのではなく、“能動的”か否か
という点が重要な指標となることなのである。そこで、次の課題は、“能動
的”な学びがどういうものかということなのだが、このことが「深い学び」
のあり方と密接に関係してくると考えられる。次に、ALの「深さ」を学術
的に論じた松下佳代の論考から学んでみよう。
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（5）「ディープ・アクティブラーニング」の理論
松下佳代は、ALにおける「能動性」を「内的活動における能動性」と
「外的活動における能動性」とに分け、前者も重視した ALを、深い AL＝
「ディープ・アクティブラーニング」（以下、「DAL」）と呼ぶ 5。この 2種の
能動性をそれぞれ高低に分けると次のような概念図ができる 6。
外的活動における能動性
高 低
内的活動における 
能動性
高 A： DAL B：名講義
低 C：活動主義 D：一方向的な伝達型講義
ALは元々、1990年代のアメリカの高等教育で、講義一辺倒型の授業改革
のために提唱されてきた経緯があり、図の Dタイプの大学の授業を Aタイ
プに転換することをねらったものだった。講堂のような大教室で教授が時間
中講義し続けるといった、大学の古典的な授業からの脱却を図るものだった
のである。そこには一定の意義があることは疑いないが、ここでは、Bと C
に着目してみよう。Bは、大教室で学生は静かに座って教授の話を聞くとい
う形式だが、その講義が自らの考え方に大きな影響を及ぼし新たな人生を切
り拓く契機となったといったケースであり、「名講義」と名付けてみた。一
方、Cは、討論や作業を行ないはしたが、授業が終わってみたら楽しかった
だけで特に学ぶものがなかったといったケースであり、活動してさえいれば
よいという批判的意味で「活動主義」と名付けた。Bは、名講義からの刺激
が個人の中で完結しているためひとりよがりの満足に終わってしまうという
危うさはあるが、学習による知と意識の高まりという視点で見れば、その意
義は評価され得るだろう。しかし、Cは活動主義に陥っているがゆえに、そ
もそも学習とは呼び難い。
こうした高等教育における考え方が次期指導要領では初等中等教育にも適
用されることとなるのだが、上記の考察は初等中等教育の授業改善において
も同様のことが言える。討論や作業などを取り入れて Dを Aに転換するこ
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とが目指すべき授業改善だが、Cになってしまうのでは授業改善としては失
敗である。しかし、たとえば授業展開や教材などを工夫して Dを Bに転換
することができれば、授業改善としては一定の成果を認めることができる。
もっとも、先に指摘したようにひとりよがりの満足にとどまる危うさを考え
ると、Bから Aへの転換をさらに工夫することにも積極的な意義がある。
したがって、Cと Dの授業をいかにして Bへ、さらには Aへと転換するか
が授業改善の課題であるということになる。すなわち、着目すべきは「外的
活動における能動性」ではなく「内的活動における能動性」なのであり、
「外的活動における能動性」は授業改善のための一手段であるという点を踏
み外してはならない。松下は、DALを、「外的活動における能動性だけでな
く内的活動における能動性も重視した学習」と規定して図中の Aに当ては
めたが、「内的活動における能動性」の重視こそが目指すべき授業改善であ
るならば、Bも、Aに至る一段階とはいえ、DALの理念に合致した授業と
みなしてよいと思われる。
（6）「審議のまとめ」が目指す AL
ここで再び「審議のまとめ」に戻ってみよう。「審議のまとめ」が「アク
ティブ」を「能動的」と置き換えていたが、ALの「対話」の例として読書
が挙げられていたことからもわかるように、ここでいう「能動的」は目に見
える“動き”の有無で決まるものではなかった。これを松下の整理に即して
言いかえると、「審議のまとめ」の「能動的」にとっては、「内的活動におけ
る能動性」こそが不可欠なのであり、「外的活動における能動性」（＝“動き”）
はそこに至るための有効な手段ではあるが、到達点ではないということにな
る。したがって、“能動的な学び”＝“アクティブ・ラーニング”が目指すべ
き地点は「内的活動における能動性」の獲得であり、そうした学習こそが
「深い学び」なのである。この点を踏み外すと、先の「何分くらい対話をす
ると」といった問いや、特定の決められた“動き”を取り入れねばならない
のではないかといった誤解につながり、不安と戸惑いが学校現場を襲うこと
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になりかねない。
このように考えると、次期指導要領で求められる ALは、従来取り組んだ
ことのない真新しい特別な方法を授業に取り入れねばならないといったわけ
ではないことがわかる。これまでに蓄積されてきた優れた授業の実践と理論
のなかには、「内的活動における能動性」を目指し実現してきたものがすで
に数多く存在するのであり、そうした実践や理論を再認識する地点から始め
ればよいのではないか。「審議のまとめ」でも、日本では「教員がお互いの
授業を検討しながら学び合い、改善していく『授業研究』」が日常的に行わ
れてきたという蓄積があり、「こうした『授業研究』の成果は、日本の学校
教育の質を支える貴重な財産である」という。また、合田も「各教室におけ
る百三十年間に及ぶわが国の学校教育の蓄積と、革新のなかから創造される
指導方法の主体的な工夫」に期待する旨発言している 7。
そこで、次に、これまでの実践と理論の蓄積を振り返ることで、次期指導
要領で求められる「ALの視点」の手がかりを探ってみよう。本稿では、教
育方法論の概説書レベルでも必ず取り上げられるソクラテスとルソーの教育
思想とそれに関わる実践例を取り上げてみたい。
III　「ALの視点」に立つ理論と実践
（1）ソクラテス法的発問
ソクラテスの問答法（産婆術）は、本質的な発問のありようを考えるうえ
で重要な手掛かりとなる。当時のソフィストたちが行なっていた説得の術と
しての弁論術は真の「対話」ではないとソクラテスは考えた。真の「対話」
とは、相手が真理であると思い込んでいる俗見・誤謬に対して問いを投げか
けていくことで矛盾を引き出し、いったん行き詰まり（アポリア）に導く。
そして対話の相手が自ら真理へと到達できるような問い・助言を与えるとい
うものである。
白銀一彦は、ソクラテスの問答法を踏まえて、「発問が本来の姿を現すの
は、ディアロゴスの過程つまり『対話』（『問答』）の過程である」といい、
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問答法は、「一つには、臆見や偏見など固定した精神を否定し破壊し『魂』
を浄化する契機として機能し、二つには、真理探求の弁証法的運動の契機と
して機能する」という。そして、そうした機能を果たす発問こそが「本質的
な発問」であり、教師は授業において「本質的な発問」を活用して、「子ど
もの固定的であいまいな思想・論理・感情をゆさぶり触発し、子どもの本音
を出させ、矛盾・対立をつくり、真理追求のための弁証法的運動つまり『学
習』をつくりだす」という 8。
ここで「学習」を「弁証法的運動」と等置している点をさらに考察する。
そもそも、ソクラテスの問答法は、俗見・誤謬（テーゼ）に対してその矛盾
を露わにする問い（アンティテーゼ）を投げかけることで真理（ジンテー
ゼ）への到達を促すものであり弁証法的運動によるものである。これを授業
における学習場面に置き換えると、「子どもの固定的であいまいな思想・論
理・感情」（テーゼ）に「本質的な発問」（アンティテーゼ）を投げかけるこ
とで矛盾・対立をつくり、「真理」（ジンテーゼ）へと止揚していく弁証法的
運動として理解することができる。つまり、子どもたちの日頃の知識・理解
のなかでほとんど意識することもなく漠然と常識的にとらえられていた事柄
を、発問を通してゆさぶることで真理探求への意欲を刺激し思考を促し、よ
り高い知識・理解へと導いていくのである。斎藤喜博が提唱する「展開のあ
る授業」の「展開」という考え方も、弁証法的運動による学習過程と考える
ことができる 9。子どもの知や思考をゆさぶり新たな真理の探究へといざな
う、ソクラテス法的発問を活用した授業や「展開のある授業」は、「内的活
動における能動性」を促しているのであり、「ALの視点」に立つ授業である
と言える。
具体的な授業例として、独自の討論授業で知られる日本史教育の実践者加
藤公明の授業実践を見てみよう。高校日本史の最初の単元である更新世（旧
石器時代）の授業で、まず更新世の学習を一通り進めたあとで、次のように
展開した 10。
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 1　 教師「…こうして日本にも更新世に人類がいたことが分かったわけ
だ。でも、そうなら、彼らは、いったい何のために、どうやって大陸
からわざわざ日本にまでやって来たんだろうか」
 2　 生徒「動物を追って、歩いてやって来た」
 3　 教師「えっ、どうしてそんなことが言えるの。日本は島国だよ。むか
しの人は海の上を歩けるのかい」
 4　 生徒「だって、この時代大陸と日本は陸続きだったんだよ、先生。教
科書に図まで出てるよ」
 5　 教師「どれどれ、確かめてみよう。なるほど、そうなってるね。みん
なはこれを信じたわけだ。でもどうして、これが正しいって言える
の？」
 6　 生徒「だって、教科書に出ているんだから」
 7　 教師「（日本には旧石器時代はなかったと記されていた、戦後間もな
いころの教科書（1952年版）を示して）教科書だって間違える。意
図的にうそをつく場合だってある。にもかかわらず、この教科書のこ
の部分（注：旧石器時代に大陸と列島が陸続きだったと描かれている
地図）が正しいというなら証拠を出してよ。」
 8　 生徒「成田の博物館にナウマン象の化石があって、印旛沼や日本各地
で発見されているって説明されていたんですけど、これが証拠になり
ませんか」
 9　 教師「だから、何だというの」
10　 生徒「つまり、当時大陸にいた象と同じ種類の象、ナウマン象とかマ
ンモスとか、その骨が日本各地で発見された。象は海を渡れない。だ
からそのころの日本と大陸は陸続きだった」
11　 教師「確かにそうだ。でも、今の説に何か疑問な点はないか」
12　 生徒「えっ？」
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13　 教師「じつはこの説には、絶対にそうだと確かめられていない一つの
前提が含まれている。それがもし崩れれば、成り立たないんだよね、
この説は。いったいどこだか分かるかな」
14　 生徒「まさか、先生、象が泳ぐってことないよね」
15　 教師「さてどうだろう。象は果たして泳ぐのか、泳がないのか」
1の教師の発問に対して 2の答えが出されたが、おそらく受験勉強用の学
習であれば、それで 1の発問の役目はおしまいだが、ここでは、以後の授業
を貫く「課題発問」として機能することとなる。教師は 3・5・7・9と畳み
掛けるように「否定発問」11を投げかけ、生徒が出した答えをことごとくゆ
さぶっている。そして、ここまでの生徒の思考の大前提となっていた、常識
的には疑う余地がないと思われた 10に対してまで、11でゆさぶりをかけた
ことで、生徒は事柄の本質にまでさかのぼって思考せざるを得なくなった。
実際、実践記録では、13の発問を機に教室内に話し合いの輪がいくつもで
き、生徒同志の意見交流が活発に行なわれたという様子が記されている。そ
して、14で「象は泳げない」という常識的な前提を生徒自らが疑い始めた
ところで、教師は、ベンガル湾で象が泳いでいる実例を紹介している記事
（芹沢長介『日本旧石器時代』岩波新書）を示した。こうして、「生徒たちの
安住していた常識の世界は動揺し、新しい対応を彼らに迫っているのだ」と
いう状況を教室に作り出すことに成功したのである。
（2）消極教育
子どもには大人とは異なる独自の世界があることを「発見」したルソーは、
『エミール』の冒頭で、「万物をつくる者の手をはなれるときすべてはよいも
のであるが、人間の手にうつるとすべてが悪くなる」（上 23頁）という 12。
「自然の秩序」のもとでは、すべての人間に共通する「天職」は「人間であ
ること」であり、「万物」はそういうものとして人間をつくった。にもかか
わらず、人間が作り出した「社会の秩序」のもとでは、貴族の子どもは貴族
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に、農民の子どもは農民にしかなれず、それぞれの子どもは貴族になるため
に、農民になるために必要な道徳や知識・技術を身に付ける教育を強いられ
ている。こうした現状に対し、「初期の教育はだから純粋に消極的でなけれ
ばならない。それは美徳や真理を教えることではなく、心を不徳から、精神
を誤謬からまもってやることにある」（上 132頁）と「消極教育」の理念を
ルソーは掲げたのである。ここでいう「不徳」や「誤謬」とは、大人たちが
人為的に作り出した「社会の秩序」に適合するうえで求められる「美徳」や
「真理」とされているものであり、そうしたものから子どもたちを守るのが
「消極教育」の理念である。
このルソーの教育思想は、すべての人間の平等と自由を前提に基づくもの
で、「あらゆる人にあらゆる事柄を教授する普遍的技法を提示する」と『大
教授学』で宣言したコメニウス以来の近代教育の流れに正当に位置づくもの
である。大人たちが定めた徳や知を子どもに押し付け教え込むのではなく、
子どもの中にある独自の世界を引き出し、それが自由に発展することを支援
するのが教育の役目であるという思想なのである。したがって、「消極教育」
でいう“消極的”とは、何もしないことではなく、子どもたちにさまざまに
襲い掛かってくる「不徳」や「誤謬」（それらは、たいてい「美徳」や「真
理」の名で登場してくるので、その正体を教師は常に見破らねばならない）
から子どもを守るとともに、それぞれの子どもの独自の世界を見つけ出さね
ばならないという意味で、きわめて“積極的”な教育のありようである。そ
して、これが近代教育の理念であるだけに、その後の教育の実践と理論の中
にしばしば見出すことができる。ペスタロッチやフレーベルにおいて展開し
た「自己形成の援助としての教育」という思想も、消極教育の系譜に立つも
ので、のちの児童中心主義教育へと受け継がれている 13。
日本の大正自由教育では、子どもの自由な発想を伸ばすことに力点が置か
れ、たとえば芦田恵之助の「随意選題」の綴方教育や、山本鼎の「自由画」
教育などがそうである。当時の官製教育では、綴方（作文）は教師が与えた
課題に従って書くもの（課題主義）であったし、図画も手本を模写するもの
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（臨画）であった。大人が、これが正しい文章や絵であると認めたものにい
かにして近づけるかという方法ではなく、子どもたちの自由な発想を見出し
て伸ばそうとする芦田や山本の方法は「消極教育」の理念の実践例ともいえ
るだろう。
昨今の主権者教育への着目の中で重要な意味を持つシティズンシップ教育
（市民性教育）においても、論争的課題を扱う際の教師の関わり方が重要な
意味を持つ。政治教育（民主主義教育）の先進国ドイツ（当時西ドイツ）で、
1976年にボイテルスバッハ・コンセンサスがまとめられた。それは、政治
教育に際しての 3つの原則の合意で、①「圧倒の禁止」、②「論争性の原則」、
③「生徒志向の原則」である。ここで注目したいのは、①「圧倒の禁止」と
②「論争性の原則」だが、それぞれ次のように説明されている 14。
① 「いかなる方法によっても、生徒を期待される見解をもって圧倒し、自
らの判断の獲得を妨害することがあってはならない。これが正に政治教
育と政治的教化のあいだの明確な違いである。政治的教化は、民主主義
社会における教師の役割や広範に受け入れられた生徒の政治的成熟とい
う目標規定と矛盾する」
② 「学問と政治において議論のあることについては、授業においても議論
のあるものとして扱わなければならない」
子どもたちにもこういう考え方を持ってほしいと教師（大人）が願う「期
待される見解」を押しつけるような教育は、子どもを「圧倒」するものであ
り許されないというのが①であり、そういう方法ではなく、子どもたちの中
に論争を起こすことで自分自身の見解や価値を自らの力で獲得するよう促す
のが教師の役目であるというのが②である。「消極教育」は民主主義の教育
を支える理念であることがここからもうかがええる。
消極教育、随意選題や自由画およびボイテルスバッハ・コンセンサスの方
法・考え方は、教師や大人から与えられたられた知識や価値を受動的に身に
付けるのではなく、子どもたち自身の手で獲得するものであり、それを支援
するのが教師の役目であるというものだったが、能動性を核とする「ALの
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視点」もこうした実践や思想と親和的であると考えられる。
Ⅳ　おわりに
ALには様々な形態があり得るが、これまでにも、開発教育やグローバル
教育などに取り組んできた民間教育研究団体によって、実に多くの参加型学
習や獲得型教育のアクティビティが考案され実践されてきた。また、調べ学
習や討論学習などの試みはとりわけ小中学校の授業では広く取り入れられ普
及してきた。これらから学ぶことは大いに意味あることだが、本稿の検討で
明らかになったように、「ALの視点」とは、目に見える“動き”を伴わなけ
ればならないというものではなく、「特定の型」が決められているわけでも
なく、また、これまでにない新しい特定の方法を取り入れねばならないとい
うことでもない。このことが学校現場に正確に伝わらなければ、「『はじめに
アクティブ・ラーニングありき』が先行してしまっているところに、問題点
や困惑の『新しさ』がある」という梅原利夫の指摘通りの混乱が引き起こさ
れるだろう。梅原は、「子どもの実態に即して教育の目標や教育課程があり、
（中略）その流れに沿ってもっとも有効と考えられる方法として、アクティ
ブ・ラーニングが採用されてきた」15というが、こういう授業づくりの基本
姿勢を踏み外してはならない。そのことは「審議のまとめ」でも強調されて
いることなのだが、どこまで浸透しているだろうか。
あるいは、ALでは主体的・能動的であることが強く求められていること
から、教師の「指導」が不要であるかのような錯覚を招きかねないことも危
惧される。この点に関し、白水始は「子どもたちの主体性、能動性に任せる
からこそ、教師は答えをある程度心にもって授業に入り、（中略）次につな
げていく」16と、学習内容に関する教師自身の深い理解と積極的な指導の姿
勢が必要であることを強調する。
戦後間もないころに盛んとなった問題解決学習はその意義深さにも関わら
ず、「基礎学力の低下」「はいまわる経験主義」といった批判を受けて定着で
きなかった。ALに関する誤解が同様の道をたどらないよう、次期指導要領
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のありようを注視しておかねばならない。
注
 1 筆者はこれまでに、以下の論考で次期指導要領について検討した。「社会に開か
れた教育課程」については、「次期学習指導要領におけるカリキュラム・マネ
ジメントの理論と方法（1）」（『論集』第 67巻 1号、東京女子大学、2016年）。
「カリキュラム・マネジメント」については、「コンフリクト解決教育のための
カリキュラム・マネジメントに関する考察」（『トランセンド研究』第 14巻第
1号、トランセンド研究会、2016年）。「アクティブ・ラーニング」については、
「次期学習指導要領における教育方法・教育課程の考察―『アクティブ・ラー
ニング』と『学習評価』のあり方に即して」（『教職研究』第 27号、立教大学
学校・社会教育講座、2016年）、「『対立』『矛盾』を活用した授業づくりの工夫
―『展開のある授業』を手掛かりに」（『教職研究』第 26号、同、2015年）。
 2 総合初等教育研究所『第 19回教育セミナー　確かな学びの実現を図る―指導
に生きる評価の充実』（非売品）文渓堂、2016年、26・78頁
 3 梶田叡一は、ALの強調は「一つの学習の型」の普及ではなく、学習活動を
「主体的能動的なものにするという志向性
4 4 4
を表現する」ものである点に注意を
促す（傍点竹内）。梶田「目指すべき主体的能動的な学習（アクティブ・ラー
ニング）とは」日本人間教育学会編『教育フォーラム 58　主体的能動的な学
習』金子書房、2016年、6頁。
 4 先に、「対話的な学び」の例として読書が挙げられていたが、作者や登場人物
との「対話」を通して新たな世界を獲得し自らの生活や生き方を見つめ直すよ
うな学びは、決して「受動的」な学びではない。ALにはこうした学びも含ま
れているという点を見落としてはならないだろう。
 5 松下佳代「ディープ・アクティブラーニングへの誘い」松下編『ディープ・ア
クティブラーニング』勁草書房、2015年、序章。なお、DALに関しては、次
の拙稿で検討したことがある。竹内「次期学習指導要領における教育方法・教
育課程の考察―『アクティブ・ラーニング』と『学習評価』のあり方に即して」
（注 1）。
 6 松下前掲（18～19頁）の図を参考に改作
 7 前掲書（注 2）、81頁
 8 「発問」『現代学校教育大事典』第 5巻、ぎょうせい、2002年、402～405頁
 9 「展開のある授業」とは、「授業の中に、教材とか教師や子どもの思考とかから
くる矛盾が起こり、教師と子ども、教師と教材、子どもと子ども、子どもと教
材との間に、対立が起こり、衝突・葛藤が起こり、それを克服した結果として、
新しいものが発見されたり、ときには未知の不明のものが作り出されたりした
とき、その授業は『展開している』ということができる」（斎藤『教育学のすす
め』筑摩書房、1969年、150頁）。「展開のある授業」に関しては、次の拙稿で
検討したことがある。竹内「『対立』『矛盾』を活用した授業づくりの工夫―『展
開のある授業』を手掛かりに」（注 1）。
 10 出典は次のものだが、引用は一部要約した。加藤公明「『更新世の大陸と日本陸
続き』説を疑う」『わくわく論争！考える日本史授業』地歴社、1991年、10～
16頁。
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 11 生徒の思い込みや誤解に基づく答え・考えに対して、それを意図的に否定する
ことで「子どもの固定的であいまいな思想・論理・感情」をゆさぶり真理の探
究へと導くような発問で、弁証法的運動を促す発問である。
 12 『エミール』からの引用頁は、岩波文庫版（今野一雄訳、1962年）による
 13 鳥光美緒子「ペスタロッチとフレーベル」今井康雄編『教育思想史』有斐閣ア
ルマ、2009年、181～182頁
 14 近藤孝弘「ヨーロッパ統合のなかのドイツの政治教育」『南山大学ヨーロッパ
研究センター報』第 13号、2007年、118頁
 15 梅原利夫「コンピテンシーとアクティブ・ラーニング」教育科学研究会編『教
育』847、かもがわ出版、2016年 8月号、59頁
 16 白水始・梶田叡一「対談　話題のアクティブ・ラーニング　授業はどう変わっ
ていくのか」『ひと・ゆめ』23、文渓堂、2016年 SUMMER号、9頁
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